


































































を「先任権」あるいは「古参権」のキーワードで検索すると，1950 年前後の時期（1949 年から 1952
年の 4 年間）では 20 件を数える。しかし，その後はほぼ途絶した状況となり，1960 年代半ばまで
先任権に関する論文は出てこない（次頁図 1）。
　この時期の先任権に関する記事や論文は 2 つのタイプに分かれている。1 つは川田寿（1949）や
（1）　東京大学社会科学研究所は 1951 年に京浜工業地帯調査を実施した。氏原正治郎がその調査結果として大企業労
働者の「企業封鎖的性格」や「年功」を明らかにした論文を発表したのは 1950 年代前半であった。また J. アベグ
レンは，1955 年に来日して 2 年間調査を行い（アベグレン，2004，ⅲ頁），その調査結果として The Japanese 






り，1958 年の論文 2 本もこのタイプである。










　1950 年前後，GHQ は先任権の導入について積極的に関与していたという事実がある（3）。1949 年
（2）　佐口が参照した日経連（1954）は「先任権を規定しておくことは企業整備等従業員を解雇する場合には一応紛
争を避けうる利益はある」としながらも，「職場配置の合理的構成からかならずしも古参者を残すことでは満足で
きない」とし，「勤務年数と勤務成績の総合によつて先任権を決定する」（44 ～ 45 頁）ことが必要であるとして米
国流の先任権の換骨奪胎を図っている。
（3）　GHQ は 1948 年後半から労働組合法の改訂に関する提案に着手し，1949 年 1 月に日本政府に対して勧告文書を
提示してきた（竹前，1982；竹内，2014）。この一連の検討メモおよび勧告文書，すなわち「日本の労働法規改正」
（1948 年 10 月 1 日），「日本の労働法規改正に関する改正要綱（案）」（1948 年 10 月 28 日），「日本国労働法改正案」













出所： CiNii Articles の検索（2018 年 2 月 1 日）により筆者作成。
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（4）　「労組は人員整理に備えよ：総司令部労働課の二氏語る」『神奈川新聞』1949 年 2 月 20 日。『朝日新聞』，『毎日































































シ ニ ヨ リ テ イ
参権制度や帰
レ イ オ フ
休制度を適当
に採用すること）などの段階的措置をとるべきであろう。」（日経連，1958，120 頁）














































































人員整理として 8 社のケースを確認してみよう。8 社中 1 社は「全員応募による希望退職」であっ
たが，それ以外の 7 社の中で勤続年数に関連すると考えられる規定があったのは 2 社だけであり，
それも次のようなものであった。
　1）東宝株式会社（整理基準提案 1948 年 4 月）
「一，老朽者（五十五歳以上）   二，不急不要の部門に属する者   三，契約者にして契約期間の満了
した者   四，嘱託，臨時雇用者   五，病弱にして勤務に堪えない者   六，勤務成績不良者   七，従業
員として職場規律をみだす者   八，技術技能不良の者   九，右各号に抵触しないが，冗員整理上年
齢その他を考慮し，転職し易いと認めた年少者で勤務年数の少
マ マ
い者   十，技術者にして契約者とす
るを至当と認めた者   十一，その他当該部門の過剰人員で配置転換の困難な者」（日経連，1949b，
290 ～ 291 頁）
　2）帝国石油（整理基準提案 1948 年 12 月）
「一，求職者及長期欠勤者（事情を勘案し得る者を除く）   二，出勤常なき者   三，業務怠慢者 四，
技術劣等の者   五，業務成績あがらざる者   六，事業経営上不要と認める者   七，昭和十八年六月以
降の者（但し優秀者を除く）   八，数え年五十四歳以上の者（但し優秀者を除く）   九，秩序をみだ

















準」（1949 年 3 月）においては，その関与にあたったと思われる「ジャクソン」（10）が示した基準は







「第六章 企業整備の本格化」に掲載された 8 社の事例から確認してみよう。人員整理の具体的プロ




　 「⑴ 技能低位の者   ⑵ 出勤成績の良くない者   ⑶ 不要不急部門の者   ⑷ 勤続年数の少
マ マ
い者   ⑸ 病









　 「イ，技能経験の浅い者   ロ，勤務状況の良くない者   ハ，勤続年数の短い者   ニ，不急不要部門
の者   ホ，その他経営効率に寄与する程度の低い者」（労働省，1952a，135 頁）
　1949 年の整理解雇基準では勤続年数の短い者という規定が 1 つの項目として入ってきているこ
とが確認できる。他方で，日本電気，沖電気については「高齢者」という規定と勤続年数の短い者
（10）　このジャクソンは 1947 ～ 1949 年に GHQ 労働顧問をしていた P. ジャクソンの可能性が高い。彼は 1949 年の























　これに対して，日立では 14 項目に及ぶ人員整理の「銓衡基準」を掲げ，その 2 に「勤続年数の
比較的短いもの」が定められていた。そのうえで，これらの「基準適用に際し全く同一の条件にあ
るもの二人以上あり順位を定め難いときは勤続年数の短いものを以て先順位とする」（労働省，
















（12）　1949 年の行政整理に伴う国鉄の人員整理については禹（2003）の第 3 章が詳しい。先任権が使われながらも



























　1949 年以前，1949 年のドッジ・ライン期，および 1950 年頃の労働協約の解雇基準を示してきた
が，ドッジ・ライン期の解雇基準にはどのような特徴が現れているとみるべきなのか。ここでは 3
























































働統計調査部（1950）に基づき，その帰結を確認しておこう。この調査は 1949 年 2 月から 7 月に
人員整理を行った民間企業と国鉄から 20 事業所を選び，各事業所の被整理者から任意抽出（無作
為抽出）された 30 人，総計 600 人（民間企業 450 人，国鉄 150 人）の属性や状況を調査したもの
である。既に宣（1998）がこの調査結果の概要を紹介しているので，ここでは民間企業について年





18 歳未満 18 ～ 25 歳未満 25 ～ 30 歳未満 30 ～ 40 歳未満 40 ～ 55 歳未満 55 歳以上
男 32 81 41 66 63 27
女 20 56 20 12 26 6













男 20 32 120 62 41 26 9
女 5 11 64 35 22 1 2
計 25 43 184 97 63 27 11
出所：労働省大臣官房労働統計調査部（1950，31 頁）。ただし，勤続年数の表記の仕方を修正している。
　まず男性を取り上げてみよう。就労開始年齢を 15 歳と前提すると，18 歳未満 32 人は全て勤続
が 3 年未満となるがゆえに，勤続 3 年未満の勤続者 172 人のうち 18 歳以上は 140 人となる。ここ
から 18 歳以上 278 人のうち 140 人が勤続 3 年以内ということがわかり，18 歳以上の被整理者の中
で勤続 3 年未満だったものが過半を占めていることになる。
　また同様に，25 歳未満 113 人は全て勤続が 10 年未満となるがゆえに，勤続 10 年未満の者 275
人のうち 25 歳以上は 162 人となる。したがって，25 歳以上の 197 人のうち勤続 10 年未満の者は
82.2% となり，圧倒的大多数を占めていたことになる。逆に 25 歳以上で勤続 10 年以上の者はわず
か 26 人（構成比 13.2％）である。25 歳以上の男性労働者の中でも勤続の 10 年未満の者が圧倒的
に人員整理の対象となっていることが確認できるのである。
　女性でもほぼ同じことがいえる。18 歳未満 20 人は全て勤続が 3 年未満となるがゆえに，勤続 3
年未満の勤続者 80 人のうち 18 歳以上は 60 人となる。ここから人員整理された 18 歳以上 120 人の
うち 60 人が勤続 3 年以内ということがわかり，18 歳以上の解雇者の中で勤続 3 年未満だったもの
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が半数となっている。また勤続 10 年以上で整理された者は 1 人しかおらず，25 歳以上で勤続 10
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